
1 令和6年10月24日（木曜日） （増刊　67）東　京　都　公　報

雑
　
　
　
報

○
地
方
独
立
行
政
法
人
東
京
都
健
康
長
寿
医
療
セ
ン
タ
ー
令

　
和
五
年
度
財
務
諸
表
に
関
す
る
公
告
…
…
…
…
…
…
…
…

　
…（
地
方
独
立
行
政
法
人
東
京
都
健
康
長
寿
医
療
セ
ン
タ
ー
）…	

一

雑
　
　
　
報

地
方
独
立
行
政
法
人
東
京
都
健
康
長
寿
医
療
セ
ン
タ

ー
令
和
五
年
度
財
務
諸
表
に
関
す
る
公
告

地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
三

十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
令
和
五
年
度
地
方
独
立
行
政
法

人
東
京
都
健
康
長
寿
医
療
セ
ン
タ
ー
の
財
務
諸
表
に
つ
い
て
、
次
の

と
お
り
公
告
し
ま
す
。

令
和
六
年
十
月
二
十
四
日

地
方
独
立
行
政
法
人
東
京
都
健
康
長
寿
医
療
セ
ン

タ
ー

理
事
長
　
鳥
　
羽
　
研
　
二

日
刊
（
日
曜
日
、
土
曜
日
、
休
日
休
刊
）

67

目

次

▷

【
地

方
独

立
行

政
法

人
東

京
都

健
康

長
寿

医
療

セ
ン

タ
ー

】
（

単
位

：
円

）

資
産

の
部

Ⅰ
　

固
定

資
産

１
　

有
形

固
定

資
産

土
地

1
5
,
0
3
9
,
4
6
2
,
2
8
3

建
物

1
7
,
2
1
5
,
7
1
9
,
9
9
4

建
物

減
価

償
却

累
計

額
▲

 
7
,
9
3
3
,
0
7
1
,
6
1
5

9
,
2
8
2
,
6
4
8
,
3
7
9

構
築

物
5
9
2
,
5
0
4
,
9
8
0

構
築

物
減

価
償

却
累

計
額

▲
 
3
4
7
,
9
1
9
,
5
5
3

2
4
4
,
5
8
5
,
4
2
7

器
械

備
品

1
3
,
0
8
7
,
4
9
5
,
1
5
6

器
械

備
品

減
価

償
却

累
計

額
▲
 
1
0
,
6
6
2
,
6
2
2
,
7
9
1

2
,
4
2
4
,
8
7
2
,
3
6
5

美
術

品
4
5
,
3
0
8
,
0
0
0

有
形

固
定

資
産

　
合

計
2
7
,
0
3
6
,
8
7
6
,
4
5
4

２
　

無
形

固
定

資
産

特
許

権
8
,
4
9
8
,
4
9
3

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

5
9
6
,
9
2
8
,
9
7
4

そ
の

他
1
7
,
7
1
8
,
6
3
2

無
形

固
定

資
産

　
合

計
6
2
3
,
1
4
6
,
0
9
9

３
　

投
資

そ
の

他
の

資
産

投
資

有
価

証
券

1
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

破
産

更
生

債
権

等
2
,
1
7
6
,
8
3
0

貸
倒

引
当

金
▲

 
2
,
1
7
6
,
8
3
0

0

長
期

前
払

費
用

2
5
,
6
0
3
,
6
8
8

敷
金

・
保

証
金

2
2
,
2
5
2
,
2
3
8

投
資

そ
の

他
の

資
産

　
合

計
1
,
0
4
7
,
8
5
5
,
9
2
6

固
定

資
産

　
合

計
2
8
,
7
0
7
,
8
7
8
,
4
7
9

Ⅱ
　

流
動

資
産

現
金

及
び

預
金

1
0
,
7
8
4
,
4
6
8
,
0
8
6

有
価

証
券

5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

医
業

未
収

金
2
,
2
7
7
,
6
9
3
,
8
8
7

貸
倒

引
当

金
▲

 
2
,
4
7
3
,
5
4
6

2
,
2
7
5
,
2
2
0
,
3
4
1

研
究

未
収

金
1
4
0
,
5
6
7
,
7
8
4

そ
の

他
未

収
金

1
3
6
,
9
7
5
,
5
3
0

医
薬

品
1
4
6
,
6
1
8
,
6
2
9

診
療

材
料

4
5
,
0
4
7
,
8
3
8

貯
蔵

品
2
4
,
9
3
3
,
9
6
5

前
払

費
用

3
8
,
3
1
0
,
1
6
1

そ
の

他
1
,
2
6
2
,
3
3
6

流
動

資
産

　
合

計
1
4
,
0
9
3
,
4
0
4
,
6
7
0

資
　

　
産

　
合

計
4
2
,
8
0
1
,
2
8
3
,
1
4
9

貸貸
　　

　　
借借

　　
　　

対対
　　

　　
照照

　　
　　

表表

（
令

和
６

年
３

月
３

１
日

）

科
　

　
　

目
金

　
　

　
　

額



2令和6年10月24日（木曜日）（増刊　67） 東　京　都　公　報
【

地
方

独
立

行
政

法
人

東
京

都
健

康
長

寿
医

療
セ

ン
タ

ー
】

（
単

位
：

円
）

営
業

収
益

医
業

収
益

入
院

収
益

9
,
6
0
4
,
8
2
0
,
4
4
5

外
来

収
益

3
,
1
6
8
,
0
7
8
,
0
3
6

そ
の

他
医

業
収

益
8
9
1
,
3
9
5
,
7
6
3

保
険

等
査

定
減

▲
 
5
3
,
4
8
6
,
9
4
6

1
3
,
6
1
0
,
8
0
7
,
2
9
8

研
究

事
業

収
益

受
託

研
究

収
益

受
託

研
究

収
益

国
又

は
地

方
公

共
団

体
か

ら
の

受
託

研
究

収
益

5
6
,
6
7
6
,
1
7
9

国
又

は
地

方
公

共
団

体
以

外
か

ら
の

受
託

研
究

収
益

4
0
9
,
8
5
1
,
8
2
4

4
6
6
,
5
2
8
,
0
0
3

助
成

研
究

収
益

国
又

は
地

方
公

共
団

体
以

外
か

ら
の

助
成

研
究

収
益

5
7
,
3
9
0
,
6
1
5

5
7
,
3
9
0
,
6
1
5

共
同

研
究

収
益

4
,
6
7
3
,
6
0
1

8
2
,
7
3
7
,
9
6
3

8
7
,
4
1
1
,
5
6
4

受
託

事
業

等
収

益

4
6
,
2
3
7
,
6
0
8

1
4
9
,
9
7
9
,
6
1
6

1
9
6
,
2
1
7
,
2
2
4

介
護

予
防

事
業

収
益

3
4
,
8
5
5
,
0
6
0

そ
の

他
研

究
事

業
収

益
1
2
,
6
5
1
,
3
9
4

8
5
5
,
0
5
3
,
8
6
0

運
営

費
負

担
金

収
益

（
注

）
2
,
9
4
0
,
7
7
3
,
0
0
0

運
営

費
交

付
金

収
益

（
注

）
2
,
6
4
0
,
9
6
8
,
8
1
9

補
助

金
等

収
益

（
注

）

国
庫

補
助

金
4
4
,
8
3
7
,
1
9
8

都
補

助
金

6
3
4
,
1
4
9
,
0
0
0

6
7
8
,
9
8
6
,
1
9
8

寄
附

金
収

益
（

注
）

3
6
,
5
1
0
,
2
0
1

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

戻
入

（
注

）
1
0
5
,
8
0
5
,
6
0
0

資
産

見
返

補
助

金
等

戻
入

（
注

）
8
0
,
0
6
7
,
6
7
7

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
（

注
）

2
7
,
1
3
9
,
2
4
5

雑
益

1
0
5
,
5
5
3
,
5
6
9

営
業

収
益

　
合

計
2
1
,
0
8
1
,
6
6
5
,
4
6
7

営
業

費
用

医
業

費
用

給
与

費
8
,
2
9
0
,
9
3
5
,
5
6
9

材
料

費
4
,
1
7
3
,
4
1
5
,
4
1
2

委
託

費
1
,
2
8
9
,
3
6
7
,
0
4
8

設
備

関
係

費
2
,
1
8
1
,
2
6
7
,
3
0
7

研
修

費
5
3
,
0
2
0
,
4
8
0

経
費

1
,
0
2
9
,
6
4
6
,
5
0
3

1
7
,
0
1
7
,
6
5
2
,
3
1
9

研
究

事
業

費
用

給
与

費
1
,
6
2
2
,
2
0
7
,
5
8
5

材
料

費
1
2
9
,
1
4
5
,
4
1
2

委
託

費
8
1
8
,
9
8
5
,
8
2
1

設
備

関
係

費
6
9
1
,
3
0
9
,
8
5
1

研
修

費
6
,
7
4
4
,
4
5
1

経
費

4
5
4
,
1
7
2
,
3
9
0

3
,
7
2
2
,
5
6
5
,
5
1
0

一
般

管
理

費

給
与

費
4
4
0
,
9
2
2
,
3
4
5

委
託

費
6
9
,
7
4
9
,
1
3
8

設
備

関
係

費
1
4
6
,
2
0
7
,
1
0
6

研
修

費
5
,
3
6
8
,
8
6
0

経
費

6
5
,
0
7
9
,
6
4
4

7
2
7
,
3
2
7
,
0
9
3

営
業

費
用

　
合

計
2
1
,
4
6
7
,
5
4
4
,
9
2
2

営
業
損

失
▲

 
3
8
5
,
8
7
9
,
4
5
5

（
注

）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
あ
り

ま
す
。

国
又

は
地

方
公

共
団

体
以

外
か

ら
の

共
同

研
究

収
益

国
又

は
地

方
公

共
団

体
か

ら
の

受
託

事
業

等
収

益

国
又

は
地

方
公

共
団

体
以

外
か

ら
の

受
託

事
業

等
収

益

損損
　　

　　
益益

　　
　　

計計
　　
　　

算算
　　

　　
書書

（
令

和
５

年
４

月
１

日
～
令

和
６

年
３
月

３
１
日

）

科
　
　

　
目

金
　

　
　
　

額

国
又

は
地

方
公

共
団

体
か

ら
の

共
同

研
究

収
益

【
地

方
独

立
行

政
法

人
東

京
都

健
康

長
寿

医
療

セ
ン

タ
ー

】
（

単
位

：
円

）

負
債

の
部

Ⅰ
　

固
定

負
債

資
産

見
返

負
債

（
注

）

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

（
注

）
3
7
9
,
4
9
4
,
2
9
8

資
産

見
返

補
助

金
等

（
注

）
2
8
0
,
8
1
5
,
5
0
6

資
産

見
返

寄
附

金
（

注
）

6
5
,
4
5
2
,
4
0
2

7
2
5
,
7
6
2
,
2
0
6

長
期

借
入

金
8
,
9
2
0
,
7
7
3
,
3
1
9

引
当

金

退
職

給
付

引
当

金
2
,
5
1
7
,
1
5
2
,
6
3
3

診
療

報
酬

自
主

返
還

引
当

金
3
2
2
,
8
1
2
,
1
0
5

2
,
8
3
9
,
9
6
4
,
7
3
8

リ
ー

ス
債

務
3
8
2
,
5
7
3
,
6
2
4

資
産

除
去

債
務

7
3
8
,
6
1
0
,
8
2
4

固
定

負
債

　
合

計
1
3
,
6
0
7
,
6
8
4
,
7
1
1

Ⅱ
　

流
動

負
債

負
担

金
債

務
等

（
注

）

預
り

補
助

金
等

（
注

）
5
,
1
9
1
,
0
0
0

寄
附

金
債

務
（

注
）

3
2
,
0
3
5
,
3
8
9

3
7
,
2
2
6
,
3
8
9

一
年

以
内

返
済

予
定

長
期

借
入

金
7
5
8
,
2
9
2
,
7
2
6

未
払

金
2
,
1
6
3
,
9
8
8
,
2
2
3

一
年

以
内

支
払

予
定

リ
ー

ス
債

務
3
7
6
,
0
0
6
,
3
2
2

未
払

費
用

3
0
,
9
6
1
,
7
7
5

未
払

消
費

税
等

2
5
,
4
3
3
,
6
0
0

前
受

金
2
3
1
,
7
9
8
,
1
4
8

預
り

金
1
6
5
,
9
0
7
,
0
5
1

引
当

金

賞
与

引
当

金
6
4
8
,
8
7
3
,
6
1
3

流
動

負
債

　
合

計
4
,
4
3
8
,
4
8
7
,
8
4
7

負
債

　
合

計
1
8
,
0
4
6
,
1
7
2
,
5
5
8

純
資

産
の

部

Ⅰ
　

資
本

金

設
立

団
体

出
資

金
1
4
,
3
3
0
,
0
9
9
,
3
1
8

資
本

金
　

合
計

1
4
,
3
3
0
,
0
9
9
,
3
1
8

Ⅱ
　

資
本

剰
余

金

資
本

剰
余

金
8
,
4
3
5
,
2
2
8
,
6
3
7

資
本

剰
余

金
　

合
計

8
,
4
3
5
,
2
2
8
,
6
3
7

Ⅲ
　

利
益

剰
余

金

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

（
注

）
2
,
6
2
0
,
3
4
0
,
3
5
4

当
期

未
処

利
損

失
▲

 
6
3
0
,
5
5
7
,
7
1
8

（
う

ち
当

期
総

損
失

）
（

▲
 
6
3
0
,
5
5
7
,
7
1
8
)

利
益

剰
余

金
　

合
計

1
,
9
8
9
,
7
8
2
,
6
3
6

　
 
純

資
産

 
　

合
計

2
4
,
7
5
5
,
1
1
0
,
5
9
1

負
債

純
資

産
　

合
計

4
2
,
8
0
1
,
2
8
3
,
1
4
9

（
注

）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
あ

り
ま

す
。

貸貸
　　

　　
借借
　　
　　

対対
　　
　　

照照
　　
　　

表表

（
令

和
６

年
３

月
３

１
日

）

科
　

　
　

目
金

　
　

　
　

額



3 令和6年10月24日（木曜日） （増刊　67）東　京　都　公　報

（単位：円）

当期未処分利益
（又は当期未処理損失）

うち当期総利益
（又は当期総損失）

当期⾸残⾼ 14,330,099,318 14,330,099,318 8,435,228,637 8,435,228,637 - 931,385,507 1,982,909,803 - 2,914,295,310 25,679,623,265

当期変動額

Ⅰ資本⾦の当期変動額

Ⅱ資本剰余⾦の当期変動額

Ⅲ利益剰余金の当期変動額

（１）利益の処分⼜は損失の処理

前中期⽬標期間からの繰越し 2,620,340,354 ▲2,620,340,354 - -

利益処分による積⽴ 1,982,909,803 ▲1,982,909,803 - -

設立団体等納付金の納付 ▲293,954,956 ▲293,954,956 ▲293,954,956

（２）その他

当期純損失 ▲630,557,718 ▲630,557,718 ▲630,557,718 ▲630,557,718

当期変動額合計 - - - - 2,620,340,354 ▲931,385,507 ▲2,613,467,521 ▲630,557,718 ▲924,512,674 ▲924,512,674

当期末残⾼ 14,330,099,318 14,330,099,318 8,435,228,637 8,435,228,637 2,620,340,354 - ▲630,557,718 ▲630,557,718 1,989,782,636 24,755,110,591

純資産変動計算書
（令和５年４⽉１⽇〜令和６年３⽉３１⽇）

Ⅱ資本剰余⾦Ⅰ資本⾦

純資産合計
設立団体出資金 資本⾦合計 資本剰余⾦ 資本剰余⾦合計 積立金 利益剰余金合計

Ⅲ利益剰余金

前中期目標期間
繰越積立金

【
地

方
独

立
行

政
法

人
東

京
都

健
康

長
寿

医
療

セ
ン

タ
ー

】
（

単
位

：
円

）

損損
　　

　　
益益

　　
　　

計計
　　

　　
算算

　　
　　

書書

（
令

和
５

年
４

月
１

日
～

令
和

６
年

３
月

３
１

日
）

科
　

　
　

目
金

　
　

　
　

額

営
業

外
収

益

寄
附

金
収

益
（

注
）

3
5
0
,
0
0
0

財
務

収
益

1
,
9
7
6
,
7
7
3

雑
収

益

財
産

貸
付

料
収

入
1
,
3
9
5
,
8
7
6

そ
の

他
雑

収
益

1
3
1
,
0
5
8
,
9
4
8

1
3
2
,
4
5
4
,
8
2
4

営
業

外
収

益
　

合
計

1
3
4
,
7
8
1
,
5
9
7

経
常

損
失

▲
 
2
5
1
,
0
9
7
,
8
5
8

臨
時

利
益

賞
与

引
当

金
戻

入
額

2
0
3
,
1
0
2

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
（

注
）

5
4
6
,
5
7
8

そ
の

他
臨

時
利

益
3
,
8
5
8
,
4
9
2

臨
時

利
益

　
合

計
4
,
6
0
8
,
1
7
2

臨
時

損
失

固
定

資
産

除
却

損
5
5
8
,
8
6
6

過
年

度
損

益
修

正
損

3
8
3
,
5
0
9
,
1
6
6

臨
時

損
失

　
合

計
3
8
4
,
0
6
8
,
0
3
2

当
期

純
損

失
▲

 
6
3
0
,
5
5
7
,
7
1
8

当
期

総
損

失
▲

 
6
3
0
,
5
5
7
,
7
1
8

（
注

）
こ

れ
ら

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

固
有

の
会

計
処

理
に

伴
う

勘
定

科
目

で
あ

り
ま

す
。
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【
地

方
独

立
行

政
法

人
東

京
都

健
康

長
寿

医
療

セ
ン

タ
ー

】
（

単
位

：
円

）

Ⅰ
　

当
期

未
処

理
損

失
▲

 
6
3
0
,
5
5
7
,
7
1
8

　
当

期
総

損
失

▲
 
6
3
0
,
5
5
7
,
7
1
8

Ⅱ
　

損
失

処
理

額
6
3
0
,
5
5
7
,
7
1
8

　
前

中
期

目
標

期
間

繰
越

積
立

金
取

崩
額

6
3
0
,
5
5
7
,
7
1
8

損損
失失

のの
処処

理理
にに

関関
すす

るる
書書

類類

科
　

　
　

目
金

　
　

　
　

　
額

【
地

方
独

立
行

政
法

人
東

京
都

健
康

長
寿

医
療

セ
ン

タ
ー

】
（

単
位

：
円

）

Ⅰ
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

医
療

材
料

の
購

入
に

よ
る

支
出

▲
4
,
1
0
9
,
6
0
5
,
7
2
4

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研
究

材
料

の
購

入
に

よ
る

支
出

▲
1
3
5
,
7
0
0
,
2
3
7

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ
の

他
の

材
料

の
購

入
に

よ
る

支
出

▲
1
4
4
,
6
7
8
,
5
9
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人
件

費
の

支
払

に
よ

る
支

出
▲

1
0
,
1
1
5
,
0
0
1
,
4
7
2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委
託

費
の

支
払

に
よ

る
支

出
▲

2
,
0
7
1
,
6
4
2
,
9
5
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設
備

関
係

費
の

支
払

に
よ

る
支

出
▲

9
6
3
,
3
2
6
,
0
5
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

消
耗

品
の

購
入

に
よ

る
支

出
▲

3
0
5
,
2
7
5
,
2
1
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ
の

他
の

業
務

支
出

▲
1
,
4
0
2
,
4
3
1
,
3
0
2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

医
業

収
入

1
3
,
9
6
3
,
1
4
9
,
6
7
9

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研
究

事
業

収
入

8
1
7
,
1
3
1
,
3
7
9

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

運
営

費
負

担
金

収
入

2
,
9
4
0
,
7
7
3
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

運
営

費
交

付
金

収
入

2
,
6
9
2
,
7
2
5
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

補
助

金
等

収
入

1
,
0
4
1
,
0
3
7
,
8
0
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

寄
附

金
収

入
2
0
,
7
1
9
,
9
8
5

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ
の

他
の

業
務

収
入

2
1
4
,
4
2
4
,
0
8
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
　

小
計

2
,
4
4
2
,
2
9
9
,
3
7
7

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

利
息

の
受

取
額

1
,
9
7
6
,
7
7
3

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
2
,
4
4
4
,
2
7
6
,
1
5
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ
　

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

有
価

証
券

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

有
価

証
券

の
償

還
に

よ
る

収
入

5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
5
9
8
,
3
9
4
,
6
7
2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

無
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
3
3
,
6
1
9
,
7
8
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定
期

預
金

の
払

戻
に

よ
る

収
入

2
,
5
0
1
,
8
9
9
,
1
5
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ
の

他
の

投
資

活
動

に
よ

る
収

入
3
,
9
4
4
,
7
3
2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
投

資
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
1
,
8
7
3
,
8
2
9
,
4
2
5

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ
　

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

長
期

借
入

金
の

返
済

に
よ

る
支

出
▲

7
5
8
,
2
9
2
,
7
2
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

リ
ー

ス
債

務
の

返
済

に
よ

る
支

出
▲

4
2
8
,
6
1
5
,
5
1
2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
財

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
▲

1
,
1
8
6
,
9
0
8
,
2
3
8

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅳ
　

資
金

増
加

額
3
,
1
3
1
,
1
9
7
,
3
3
7

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅴ
　

資
金

期
首

残
高

7
,
6
5
3
,
2
7
0
,
7
4
9

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅵ
　

資
金

期
末

残
高

1
0
,
7
8
4
,
4
6
8
,
0
8
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

キキ
  
ャャ

  
ッッ

  
シシ

  
ュュ

  
・・

  
フフ

  
ロロ

  
ーー

  
計計

  
算算

  
書書

（
令

和
５

年
４

月
１

日
～

令
和

６
年

３
月

３
１

日
）
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注
記
事
項
 

Ⅰ
 

重
要

な
会

計
方

針
 

「
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
及

び
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
注

解
」（

令
和

４
年

８
月

31
日

改
訂

）
並

び
に
「
『

地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
及

び
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
注

解
』

に
関

す
る

Ｑ
＆

Ａ
【

公
営

企
業

型
版

】
」
（

令
和

６
年

３
月

改
訂

）
（

以
下

「
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
等

」
と

い
う

。）
を

適
用

し
て

、
財

務
諸

表
等

を
作

成
し

て
お

り
ま

す
。

 

な
お

、
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
等

の
う

ち
、
収

益
認

識
に

関
す

る
会

計
基

準
の

導
入

に
よ

る
改

訂
内

容
に

つ
い

て
は

、

令
和

６
事

業
年

度
か

ら
適

用
し

ま
す

。
 

 １
.
 運

営
費

負
担

金
収

益
及

び
運

営
費

交
付

金
収

益
の

計
上

基
準

 

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

て
お

り
ま

す
。

 

た
だ

し
、

運
営

費
交

付
金

の
う

ち
特

別
運

営
費

交
付

金
に

つ
い

て
は

、
費

用
進

行
基

準
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
こ

れ
は

、

中
期

目
標

期
間

の
事

情
に

よ
り

経
費

が
変

動
す

る
事

業
に

対
し

て
交

付
さ

れ
た

も
の

で
あ

り
、

業
務

達
成

基
準

及
び

期
間

進
行

基
準

を
採

用
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

り
、

費
用

進
行

基
準

を
採

用
す

る
必

要
が

あ
る

た
め

で
す

。
 

 

２
.
 減

価
償

却
の

会
計

処
理

方
法

 

（
１

）
有

形
固

定
資

産
 

定
額

法
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

な
お

、
主

な
資

産
の

耐
用

年
数

は
以

下
の

と
お

り
で

あ
り

ま
す

。
 

建
物

 
6
 ～

 39
年

 

構
築

物
 

1
0
 ～

 
35

年
 

器
械

備
品

 
4
 ～

 20
年

 

（
２

）
無

形
固

定
資

産
 

定
額

法
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

な
お

、
法

人
内

利
用

の
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
に

つ
い

て
は

、
法

人
内

に
お

け
る

利
用

可
能

期
間

に
基

づ
い

て
償

却
し

て
お

り

ま
す

。
 

（
３

）
リ

ー
ス

資
産

 

リ
ー

ス
期

間
を

耐
用

年
数

と
し

、
残

存
価

額
を

ゼ
ロ

と
す

る
定

額
法

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。
 

 

３
．

賞
与

引
当

金
の

計
上

基
準

 

職
員

の
賞

与
の

支
給

に
備

え
る

た
め

、
賞

与
支

給
見

込
額

の
う

ち
、

当
事

業
年

度
に

負
担

す
べ

き
金

額
を

計
上

し
て

お
り

ま

す
。

 

 ４
.
 退

職
給

付
に

係
る

引
当

金
の

計
上

基
準

 

役
職

員
の

退
職

給
付

に
備

え
る

た
め

、
当

該
事

業
年

度
末

に
お

け
る

退
職

給
付

債
務

の
見

込
額

に
基

づ
き

計
上

し
て

お
り

ま

す
。

 

退
職

給
付

債
務

の
算

定
に

あ
た

り
、

退
職

給
付

見
込

額
を

当
事

業
年

度
末

ま
で

の
期

間
に

帰
属

さ
せ

る
方

法
に

つ
い

て
は

期

間
定

額
基

準
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。

 

過
去

勤
務

費
用

は
、

そ
の

発
生

時
の

役
職

員
の

平
均

残
存

勤
務

期
間

内
の

一
定

の
年

数
（

8
年

）
に

よ
る

定
額

法
に

よ
り

費

用
処

理
し

て
お

り
ま

す
。

 

数
理

計
算

上
の

差
異

は
、

各
事

業
年

度
の

発
生

時
に

お
け

る
役

職
員

の
平

均
残

存
勤

務
期

間
内

の
一

定
の

年
数

（
8

年
）

に

よ
る

定
額

法
に

よ
り

按
分

し
た

額
を

そ
れ

ぞ
れ

発
生

の
翌

事
業

年
度

か
ら

費
用

処
理

し
て

お
り

ま
す

。
 

【
地

方
独

立
行

政
法

人
東

京
都

健
康

長
寿

医
療

セ
ン

タ
ー

】
（
単
位
：
円
）

Ⅰ
　
損
益
計
算
書
上
の
費
用

医
業
費
用

1
7
,
0
1
7
,
6
5
2
,
3
1
9

 

研
究
事
業
費
用

3
,
7
2
2
,
5
6
5
,
5
1
0

 

一
般
管
理
費

7
2
7
,
3
2
7
,
0
9
3

 

臨
時
損
失

3
8
4
,
0
6
8
,
0
3
2

 

損
益
計
算
書
上
の
費
用
合
計

2
1
,
8
5
1
,
6
1
2
,
9
5
4

 

Ⅱ
　
そ
の
他
行
政
コ
ス
ト

そ
の
他
行
政
コ
ス
ト
合
計

-
 

Ⅲ
　
行
政
コ
ス
ト

2
1
,
8
5
1
,
6
1
2
,
9
5
4

 

行行
  
政政

  
  
ココ

  
スス

  
トト

  
計計

  
算算

  
書書

（
令
和
５
年
４
月
１
日
～
令
和
６
年
３
月
３
１
日
）

科
目

金
額



6令和6年10月24日（木曜日）（増刊　67） 東　京　都　公　報

 

 Ⅳ
 

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
計

算
書

関
係

 

１
．

資
金

の
期

末
残

高
と

貸
借

対
照

表
に

掲
記

さ
れ

て
い

る
科

目
の

金
額

と
の

関
係

 

現
金

及
び

預
金

勘
定

 
1
0
,7

84
,4

68
,0

86 
円
 

資
金

期
末

残
高

 
1
0
,7

84
,4

68
,0

86 
円
 

 

２
．

重
要

な
非

資
金

取
引

 

現
物

に
よ

る
寄

附
 

1
9
,3

97
,6

68 
円
 

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

取
引

に
よ

る
資

産
の

取
得

 
4
5
,4

87
,2

00 
円
 

 Ⅴ
 

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

関
係

 

１
．

公
営

企
業

型
地

方
独

立
行

政
法

人
の

業
務

運
営

に
関

し
て

住
民

等
の

負
担

に
帰

せ
ら

れ
る

コ
ス

ト
 

行
政

コ
ス

ト
 

2
1
,8

51
,6

12
,9

54 
円
 

自
己

収
入

等
 

▲
14

,6
90

,5
52

,4
05 

円
 

機
会

費
用

 
2
6
9
,
9
1
1
,
2
0
8 

円
 

公
営

企
業

型
地

方
独

立
行

政
法

人
の

業
務

運
営

に
関

し
て

住
民

等
の

負
担

に
帰

せ
ら

れ
る

コ
ス

ト
 

7
,
4
3
0
,
9
7
1
,
7
5
7 

円
 

（
内

数
）

減
価

償
却

充
当

補
助

金
 

1
8
5
,
8
7
3
,
2
7
7 

円
 

 ２
．

機
会

費
用

の
計

上
方

法
 

（
１

）
国

又
は

地
方

公
共

団
体

の
財

産
の

無
償

又
は

減
額

さ
れ

た
使

用
料

に
よ

る
貸

借
取

引
か

ら
生

ず
る

機
会

費
用

の
計

算
方

法
 

東
京

都
行

政
財

産
使

用
条

例
に

基
づ

き
、

使
用

料
を

算
定

し
て

お
り

ま
す

。
 

（
２

）
地

方
公

共
団

体
出

資
か

ら
生

ず
る

機
会

費
用

の
計

算
に

使
用

し
た

利
率

 

日
本

相
互

証
券

が
公

表
し

て
い

る
1
0
年

主
要

年
限

レ
ー

ト
を

参
考

に
令

和
6
年

3
月

末
レ

ー
ト

の
0.

725
％

で
計

算
し

て

お
り

ま
す

。
 

（
３

）
国

又
は

地
方

公
共

団
体

か
ら

の
無

利
子

又
は

通
常

よ
り

も
有

利
な

条
件

に
よ

る
融

資
取

引
か

ら
生

ず
る

機
会

費
用

の
計

算

に
使

用
し

た
利

率
 

日
本

相
互

証
券

が
公

表
し

て
い

る
1
0
年

主
要

年
限

レ
ー

ト
を

参
考

に
令

和
6
年

3
月

末
レ

ー
ト

の
0.

725
％

で
計

算
し

て

お
り

ま
す

。
 

（
４

）
国

又
は

地
方

公
共

団
体

と
の

人
事

交
流

に
よ

る
出

向
職

員
か

ら
生

ず
る

機
会

費
用

の
計

算
方

法
 

当
該

職
員

が
国

又
は

地
方

公
共

団
体

に
復

帰
後

退
職

す
る

際
に

支
払

わ
れ

る
退

職
金

の
う

ち
、

公
営

企
業

型
地

方
独

立
行

政
法

人
で

の
勤

務
期

間
に

対
応

す
る

部
分

に
つ

い
て

、
給

与
規

則
に

定
め

る
退

職
給

付
支

給
基

準
等

を
参

考
に

計
算

し
て

お
り

ま
す

。
 

 Ⅵ
 

固
定

資
産

の
減

損
に

関
す

る
事

項
 

１
．

固
定

資
産

の
グ

ル
ー

ピ
ン

グ
の

方
法

 

当
法

人
は

病
院

と
研

究
所

を
一

体
と

し
て

運
営

し
て

い
る

た
め

、
全

体
で

1
つ

の
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

を
生

み
出

す
 

固
定

資
産

グ
ル

ー
プ

と
し

て
管

理
し

て
お

り
ま

す
。
重

要
な

遊
休

資
産

及
び

廃
止

の
意

思
決

定
を

行
っ

た
固

定
資

産
に

つ
い

て
は

、
固

定
資

産
グ

ル
ー

プ
か

ら
独

立
し

た
固

定
資

産
と

し
て

取
扱

っ
て

お
り

ま
す

。
 

 

２
．

共
用

資
産

の
取

扱
い

の
方

法
 

当
法

人
は

、
病

院
と

研
究

所
を

一
体

と
し

て
運

営
し

て
い

る
た

め
、

共
用

資
産

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 

 

５
.
 引

当
金

の
計

上
基

準
 

（
１

）
貸

倒
引

当
金

 

医
業

未
収

金
の

貸
倒

に
よ

る
損

失
に

備
え

る
た

め
、

一
般

債
権

に
つ

い
て

は
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

貸
倒

懸
念

債
権

等

の
特

定
の

債
権

に
つ

い
て

は
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
、

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。
 

（
２

）
診

療
報

酬
自

主
返

還
引

当
金

 

診
療

報
酬

の
自

主
返

還
に

備
え

る
た

め
、

今
後

返
還

を
要

す
る

と
見

込
ま

れ
る

金
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

 

 

６
．

有
価

証
券

の
評

価
基

準
及

び
評

価
方

法
 

 
 

 
満

期
保

有
目

的
債

券
に

つ
い

て
は

、
償

却
原

価
法

（
定

額
法

）
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

 

７
.
 棚

卸
資

産
の

評
価

基
準

及
び

評
価

方
法

 

（
１

）
医

薬
品

 

最
終

仕
入

原
価

法
に

よ
る

低
価

法
 

（
２

）
診

療
材

料
 

最
終

仕
入

原
価

法
に

よ
る

低
価

法
 

（
３

）
貯

蔵
品

 

最
終

仕
入

原
価

法
に

よ
る

低
価

法
 

 

８
．

消
費

税
等

の
会

計
処

理
 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

の
会

計
処

理
は

、
税

込
方

式
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。

 

 Ⅱ
 

重
要

な
会

計
上

の
見

積
り

 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 Ⅲ
 

損
益

計
算

書
関

係
 

１
.
 雑

益
の

内
訳

 

間
接

経
費

収
益

 
8
3
,9

01
,5

19 
 

円
 

駐
車

場
収

入
 

1
8
,
8
5
8
,
3
0
0
  

 
円
 

そ
の

他
 

2
,
79

3,
75

0 
 

円
 

合
 

計
 

1
0
5,

55
3,

56
9 

 
円
 

 ２
.
 そ

の
他

雑
収

益
の

内
訳

 

職
員

借
上

住
宅

賃
料

収
入

 
 
4
8,

85
4,

48
0  

円
 

店
舗

等
運

営
委

託
業

者
か

ら
の

分
配

金
等

収
入

 
4
5
,
2
4
3
,
6
3
0
  

円
 

実
習

生
受

入
れ

に
伴

う
謝

礼
金

 
9
,
93

7,
81

4 
円
 

そ
の

他
 

2
7
,0

23
,0

24 
円
 

合
 

計
 

1
3
1,

05
8,

94
8 

円
 

  
 
３

．
過

年
度

損
益

修
正

損
の

内
容

 

 
 

 
過

年
度

損
益

修
正

損
の

主
な

内
容

は
、

有
形

固
定

資
産

の
耐

用
年

数
の

見
直

し
及

び
そ

れ
に

伴
う

資
産

除
去

債
務

の
使

用
見

込
期

間
の

見
直

し
に

よ
る

過
年

度
分

減
価

償
却

費
の

追
加

計
上

等
で

あ
り

ま
す

。
 



7 令和6年10月24日（木曜日） （増刊　67）東　京　都　公　報

 

 Ⅷ
 

退
職

給
付

関
係

 

 
 

１
．

採
用

し
て

い
る

退
職

給
付

制
度

の
概

要
 

 
 

 
 
当

法
人

は
、

役
職

員
の

退
職

給
付

に
充

て
る

た
め

、
非

積
立

型
の

退
職

一
時

金
制

度
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
 

 
 
当

該
制

度
で

は
、

退
職

給
付

と
し

て
、

給
与

と
勤

務
期

間
に

基
づ

い
た

一
時

金
を

支
給

し
て

お
り

ま
す

。
 

 

 
２

．
確

定
給

付
制

度
 

 
 
（

１
）

退
職

給
付

債
務

の
期

首
残

高
と

期
末

残
高

の
調

整
表
 

期
首

に
お

け
る

退
職

給
付

債
務

 
2
,
53

2,
40

5,
19

0 
円
 

勤
務

費
用

 
2
8
0,

02
2,

92
1 

円
 

利
息

費
用

 
1
4
,0

27
,7

32 
円
 

 
 
 
数

理
計

算
上

の
差

異
の

当
期

発
生

額
 

5
4
,
2
6
3
,
3
8
2 

円
 

 
 
 
退

職
給

付
の

支
払

額
 

▲
25

8,
91

9,
97

8 
円
 

期
末

に
お

け
る

退
職

給
付

債
務

 
2
,
62

1,
79

9,
24

7 
円
 

 

（
２

）
退

職
給

付
債

務
と

貸
借

対
照

表
に

計
上

さ
れ

た
退

職
給

付
引

当
金

の
調

整
表

 

非
積

立
型

制
度

の
未

積
立

退
職

給
付

債
務

 
2
,
6
2
1
,
7
9
9
,
2
4
7 

円
 

未
認

識
数

理
計

算
上

の
差

異
 

▲
1
7
4
,
1
3
7
,
5
0
4 

円
 

未
認

識
過

去
勤

務
費

用
 

6
9
,4

90
,8

90 
円
 

退
職

給
付

引
当

金
 

2
,
5
1
7
,
1
5
2
,
6
3
3 

円
 

 

（
３

）
退

職
給

付
に

関
連

す
る

損
益

 

勤
務

費
用

 
2
8
0
,
0
2
2
,
9
2
1 

円
 

利
息

費
用

 
1
4
,0

27
,7

32 
円
 

数
理

計
算

上
の

差
異

の
当

期
の

費
用

処
理

額
 

6
2
,5

62
,6

93 
円
 

過
去

勤
務

費
用

の
当

期
の

費
用

処
理

額
 

▲
11

,5
81

,8
15 

円
 

合
 

計
 

3
4
5
,
0
3
1
,
5
3
1 

円
 

  
 
（

４
）

数
理

計
算

上
の

計
算

基
礎

に
関

す
る

事
項

 
 

 

 
 
 
 

 
期

末
に

お
け

る
主

要
な

数
理

計
算

上
の

計
算

基
礎

（
加

重
平

均
で

表
し

て
お

り
ま

す
。）

 

割
引

率
 

0
.
87

0％
 

 Ⅸ
 

資
産

除
去

債
務

関
係

 

１
．

資
産

除
去

債
務

の
概

要
 

当
法

人
は

、
法

人
所

有
の

建
物

等
の

解
体

時
に

お
け

る
「
建
設
工
事
に
係
る
資
材
の
再
資
源
化
等
に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
く

分
別
解
体
・
再
資
源
化
義
務

、
サ

イ
ク

ロ
ト

ロ
ン

及
び

リ
ニ

ア
ッ

ク
装

置
等

の
廃

棄
時

に
お

け
る

「
放

射
性

同
位

元
素

等
の

規

制
に

関
す

る
法

律
」

等
に

基
づ

く
放

射
性

廃
棄

物
の

処
理

義
務

に
つ

き
資

産
除

去
債

務
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。
 

２
．

資
産

除
去

債
務

の
算

定
方

法
 

負
債

計
上

し
た

資
産

除
去

債
務

の
金

額
の

算
定

に
あ

た
っ

て
は

、
取

得
時

か
ら

の
使

用
見

込
期

間
を

有
形

固
定

資
産

の
耐

用

年
数

を
参

考
に

6
年

か
ら

3
9
年

と
見

積
も

っ
て

お
り

ま
す

。
割

引
率

は
当

該
期

間
を

勘
案

し
、

使
用

見
込

期
間

に
見

合
う

国

債
の

利
回

り
を

参
考

に
算

定
し

て
お

り
、

0
.
0
0
0
%か

ら
1
.5

70
％

を
使

用
し

て
お

り
ま

す
。

 

 

 

 Ⅶ
 

金
融

商
品

関
係

 

１
．

金
融

商
品

の
状

況
に

関
す

る
事

項
 

当
法

人
は

、
資

金
運

用
に

つ
い

て
は

短
期

的
な

預
金

と
安

全
性

の
高

い
有

価
証

券
に

限
定

し
、
資

金
調

達
に

つ
い

て
は

設
立

団
体

か
ら

の
借

入
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。
診

療
報

酬
債

権
に

係
る

回
収

リ
ス

ク
は

、
未

収
金

管
理

要
綱

等
に

沿
っ

て
リ

ス
ク

低

減
を

図
っ

て
お

り
ま

す
。
ま

た
、
投

資
有

価
証

券
は

、
地

方
独

立
行

政
法

人
法

第
４

３
条

の
規

定
等

に
基

づ
き

、
国

債
、
地

方

債
、

政
府

保
証

債
そ

の
他

総
務

省
令

で
定

め
る

有
価

証
券

の
み

を
保

有
し

て
お

り
株

式
等

は
保

有
し

て
お

り
ま

せ
ん

。
 

借
入

金
の

使
途

は
新

施
設

建
設

及
び

駐
車

場
整

備
資

金
で

あ
り

、
設

立
団

体
の

長
に

よ
り

認
可

さ
れ

た
資

金
計

画
に

従
っ

て
、

資
金

調
達

を
行

っ
て

お
り

ま
す

。
 

 

２
．

金
融

商
品

の
時

価
等

に
関

す
る

事
項

 

期
末

日
に

お
け

る
貸

借
対

照
表

計
上

額
、

時
価

及
び

こ
れ

ら
の

差
額

に
つ

い
て

は
、

次
の

と
お

り
で

あ
り

ま
す

。
 

ま
た

、
現

金
は

注
記

を
省

略
し

て
お

り
、
預

金
、
未

収
金

、
未

払
金

は
短

期
間

で
決

済
さ

れ
る

た
め

時
価

が
帳

簿
価

格
に

近

似
す

る
こ

と
か

ら
、

注
記

を
省

略
し

て
お

り
ま

す
。

 

 
 

 
（

単
位

：
円

）
 

区
分

 
貸

借
対

照
表

 

計
上

額
 

時
価

 
差

額
 

(
1
)
 投

資
有

価
証

券
及

び
有

価
証

券
 

満
期

保
有

目
的

の
債

券
 

1
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0 

1
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0 

1
,
4
9
9
,
7
8
5
,
0
0
0 

1
,
4
9
9
,
7
8
5
,
0
0
0 

▲
2
1
5
,
0
0
0 

▲
2
1
5
,
0
0
0 

(
2
)
 長

期
借

入
金

 
(
9
,
6
7
9
,
0
6
6
,
0
4
5
) 

(
8
,
3
7
7
,
0
2
5
,
9
6
6
) 

 
（

▲
1
,
3
0
2
,
0
4
0
,
0
7
9
） 

（
注

1
）

負
債

に
計

上
さ

れ
て

い
る

も
の

は
、（

 
）

で
示

し
て

お
り

ま
す

。
 

 （
注

2
）

金
融

商
品

の
時

価
の

算
定

に
用

い
た

評
価

技
法

及
び

イ
ン

プ
ッ

ト
の

説
明

 

金
融

商
品

の
時

価
を

、
時

価
の

算
定

に
用

い
た

イ
ン

プ
ッ

ト
の

観
察

可
能

性
及

び
重

要
性

に
応

じ
て

、
以

下
の

三
つ

の
レ

ベ
ル

に
分

類
し

て
お

り
ま

す
。

 

レ
ベ

ル
1
の

時
価

：
同

一
の

資
産

又
は

負
債

の
活

発
な

市
場

に
お

け
る

（
無

調
整

の
）

相
場

価
格

に
よ

り
算

定
し

た
時

価
 

レ
ベ

ル
2
の

時
価

：
レ

ベ
ル

1
の

イ
ン

プ
ッ

ト
以

外
の

直
接

又
は

間
接

的
に

観
察

可
能

な
イ

ン
プ

ッ
ト

を
用

い
て

算
定

し
た

時
価

 

レ
ベ

ル
3
の

時
価

：
重

要
な

観
察

で
き

な
い

イ
ン

プ
ッ

ト
を

使
用

し
て

算
定

し
た

時
価

 

 

時
価

の
算

定
に

重
要

な
影

響
を

与
え

る
イ

ン
プ

ッ
ト

を
複

数
使

用
し

て
い

る
場

合
に

は
、

そ
れ

ら
の

イ
ン

プ
ッ

ト
が

そ
れ

ぞ
れ

属
す

る
レ

ベ
ル

の
う

ち
、

時
価

の
算

定
に

お
け

る
優

先
順

位
が

最
も

低
い

レ
ベ

ル
に

時
価

を
分

類

し
て

お
り

ま
す

。
 

 

(
1
) 投

資
有

価
証

券
及

び
有

価
証

券
 

投
資

有
価

証
券

の
時

価
に

つ
い

て
は

、
取

引
先

金
融

機
関

か
ら

提
示

さ
れ

た
価

格
に

基
づ

き
算

定
し

て
お

り
ま

す
。
地

方
債

等
は

、
市

場
で

の
取

引
頻

度
が

低
く

、
活

発
な

市
場

に
お

け
る

相
場

価
格

と
は

認
め

ら
れ

な
い

た
め

、

レ
ベ

ル
2
の

時
価

に
分

類
し

て
お

り
ま

す
。

 

(
2
) 長

期
借

入
金

（
一

年
以

内
返

済
予

定
長

期
借

入
金

を
含

む
）

 

長
期

借
入

金
の

時
価

に
つ

い
て

は
、

借
入

金
の

合
計

額
を

同
様

の
新

規
借

入
を

行
っ

た
場

合
に

想
定

さ
れ

る
利

率
で

割
り

引
い

て
算

定
す

る
方

法
に

よ
っ

て
お

り
、

レ
ベ

ル
2
の

時
価

に
分

類
し

て
お

り
ま

す
。
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３
．

資
産

除
去

債
務

の
総

額
の

増
減

 

期
首

残
高

 
6
8
1,

24
2,

23
5 

円
 

使
用

見
込

期
間

の
見

直
し

に
伴

う
調

整
額

（
注

）
 

4
8
,8

52
,7

92 
円
 

時
の

経
過

に
よ

る
調

整
額

 
8
,
51

5,
79

7 
円
 

期
末

残
高

 
7
3
8,

61
0,

82
4 

円
 

 
 

 
（

注
）

対
応

す
る

有
形

固
定

資
産

の
耐

用
年

数
の

見
直

し
に

伴
い

、
使

用
見

込
期

間
の

見
直

し
を

行
っ

た
こ

と
に

よ
る

 

 
 

 
 

 
 

期
首

時
点

の
資

産
除

去
債

務
の

調
整

額
で

あ
り

ま
す

。
 

 Ⅹ
 

賃
貸

等
不

動
産

関
係

 

当
法

人
は

、
板

橋
区

栄
町

に
有

す
る

土
地

の
一

部
を

駐
輪

場
用

地
と

し
て

貸
し

付
け

て
お

り
ま

す
。

 

こ
の

賃
貸

等
不

動
産

の
貸

借
対

照
表

計
上

額
、

当
期

増
減

額
及

び
時

価
は

次
の

と
お

り
で

あ
り

ま
す

。
 

 
 

 
（

単
位

：
円

）
 

貸
借

対
照

表
計

上
額

 
当

期
末

の
時

価
 

前
期

末
残

高
 

当
期

増
減

額
 

当
期

末
残

高
 

1
0
5
,
4
3
8
,
0
9
5 

0
 

1
0
5
,
4
3
8
,
0
9
5 

1
0
7
,
4
6
6
,
4
0
0 

（
注

１
）
 

貸
借

対
照

表
計

上
額

は
、
当

法
人

の
有

す
る

土
地

の
う

ち
賃

貸
等

不
動

産
に

係
る

部
分

を
面

積
比

に
よ

り
算

定
し

た
金

額
で

あ
り

ま
す

。
 

（
注

２
）

 
当

期
末

の
時

価
は

、
令

和
5
年

の
路

線
価

に
基

づ
い

て
当

法
人

で
算

出
し

た
金

額
で

あ
り

ま
す

。
 

ま
た

、
賃

貸
等

不
動

産
に

関
す

る
令

和
6
年

3
月

期
に

お
け

る
収

益
及

び
費

用
等

の
状

況
は

次
の

と
お

り
で

あ
り

ま
す

。
 

 
 

（
単

位
：

円
）
 

賃
貸

収
益

 
賃

貸
費

用
 

そ
の

他
 

（
売

却
損

益
等

）
 

1
,
3
9
5
,
8
7
6 

6
2
7
,
6
0
0 

0
 

 Ⅺ
 

重
要

な
債

務
負

担
行

為
 

 
当

事
業

年
度

末
ま

で
に

契
約

を
締

結
し

、
翌

事
業

年
度

以
降

に
支

払
が

発
生

す
る

重
要

な
も

の
は

以
下

の
と

お
り

で
あ

り
ま

す
。
 

 
 

（
単

位
：

円
）
 

件
名

 
契

約
金

額
 

翌
事

業
年

度
以

降

の
支

払
金

額
 

医
療

情
報

シ
ス

テ
ム

更
新

・
運

用
業

務
委

託
 

1
,
56

5,
05

2,
19

7 
4
0
4
,
7
8
8
,
4
1
9 

リ
ネ

ン
管

理
業

務
委

託
 

5
9
6,

06
3,

88
6 

4
7
7
,
9
0
7
,
1
0
9 

物
品

・
物

流
管

理
シ

ス
テ

ム
等

運
営

業
務

委
託

 
3
6
6,

82
8,

00
0 

2
9
3
,
4
6
2
,
4
0
0 

放
射

線
医

療
機

器
包

括
契

約
 

3
4
8,

10
5,

56
0 

1
3
3
,
9
1
1
,
8
0
0 

Ｘ
線

C
T
組

合
せ

型
ポ

ジ
ト

ロ
ン

CT
装

置
の

保
守

委
託

 
1
5
1,

55
5,

80
0 

1
2
1
,
2
4
4
,
6
4
0 

 
 

 

Ⅻ
 

重
要

な
後

発
事

象
 

 
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。
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（３）　有価証券の明細

　　　投資その他の資産として計上された有価証券 （単位：円）

東京都公募公債（ソーシャルボンド）第４回 500,000,000 500,000,000 500,000,000 - 

東京都公募公債（ソーシャルボンド）第６回 500,000,000 500,000,000 500,000,000 -

計 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 - 

貸借対照表計上額 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 - 

　　　流動資産として計上された有価証券 （単位：円）

住宅金融支援機構債券（第２６１回） 500,000,000 500,000,000 500,000,000 - 

計 500,000,000 500,000,000 500,000,000 - 

貸借対照表計上額 500,000,000 500,000,000 500,000,000 - 

当期費用に含まれた
評価差額

満期保有目的債券

種類及び銘柄

満期保有目的債券

種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額
当期費用に含まれた

評価差額

摘要

摘要

取得価額 券面総額 貸借対照表計上額

（２）　棚卸資産の明細

（単位：円）

当期購入・振替 その他 払出・振替 その他

医薬品 152,921,787 2,478,231,805 - 2,484,534,963 - 146,618,629 

診療材料 42,443,211 1,668,397,212 - 1,665,792,585 - 45,047,838 

貯蔵品 25,715,167 175,096,884 - 175,878,086 - 24,933,965 

計 221,080,165 4,321,725,901 - 4,326,205,634 - 216,600,432 

摘要種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高
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（５）　長期借入金の明細

（単位：円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 平均利率（％） 返済期限 摘要

(うち一年以内返済予定額） (うち一年以内返済予定額）

施設整備事業無利子貸付金 10,215,650,406 - 719,429,373 9,496,221,033 - 令和34年3月31日
初回返済：
平成26年3月31日

（Ⅰ期工事分） (719,429,373) (719,429,373) （注）

施設整備事業無利子貸付金 221,708,365 - 38,863,353 182,845,012 - 令和20年3月31日
初回返済：
平成31年4月1日

（Ⅱ期工事分） (38,863,353) (38,863,353) （注）

計 10,437,358,771 - 758,292,726 9,679,066,045 

（注）上記の借入金はすべて東京都からの無利息の融資であります。

（４）　長期貸付金の明細

（単位：円）

期首残高 期末残高

(うち一年以内回収予定額） 回収額 償却額 (うち一年以内回収予定額）

600,000 - - 600,000 - （注1）

(600,000) （-） （注2）

計 600,000 - - 600,000 - 

（注1）当期減少額のうち｢償却額｣は看護師修学資金貸与規則第11条による返還免除額です。

（注2）一年以内回収予定額については、流動資産の「その他」に含まれております。

区分 当期増加額
当期減少額

摘要

看護師修学資金貸付金
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（７）　資産除去債務の明細

（単位：円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律

385,348,771 6,049,976 - 391,398,747 

放射性同位元素等の規制に関
する法律

295,893,464 51,318,613 - 347,212,077 
（注）当年度に使用見込期間
の見直しを行っております。

計 681,242,235 57,368,589 - 738,610,824 

（６）　引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 2,431,041,080 345,031,531 258,919,978 - 2,517,152,633 

賞与引当金 585,241,483 648,873,613 585,038,381 203,102 648,873,613 （注1）

貸倒引当金 7,437,634 4,650,376 539,890 6,897,744 4,650,376 （注2）

診療報酬自主返還引当金 380,399,248 - 57,587,143 - 322,812,105 

計 3,404,119,445 998,555,520 902,085,392 7,100,846 3,493,488,727 

（注1）　賞与引当金の当期減少額のその他には、戻入による減少額を記載しております。

（注2）　貸倒引当金の当期減少額のその他には、洗替による戻入額を記載しております。

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
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（９）　運営費負担金債務及び運営費負担金収益の明細

①　運営費負担金債務 （単位：円）

運営費負担金収益
資産見返

運営費負担金
資本剰余金 小計

令和5年度 - 2,940,773,000 2,940,773,000 - - 2,940,773,000 - - 

合計 - 2,940,773,000 2,940,773,000 - - 2,940,773,000 - - 

②　運営費負担金収益 （単位：円）

業務等区分 令和5年度交付分 合計

期間進行基準 2,940,773,000 2,940,773,000 

交付年度 期首残高 負担金当期交付額

当期振替額

引当金見返との相殺額 期末残高

（８）　資本剰余金の明細

（単位：円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

無償譲渡等 2,404,714,350 - - 2,404,714,350 

運営費交付金 1,840,922,372 - - 1,840,922,372 

補助金等 13,987,729 - - 13,987,729 

目的積立金 4,175,604,186 - - 4,175,604,186 

計 8,435,228,637 - - 8,435,228,637 
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（１１）　地方公共団体等からの財源措置の明細

補助金等の明細 （単位：円）

建設仮勘定補助金等 資産見返補助金等 資本剰余金 長期預り補助金等 収益計上

令和5年度東京都新型コロナウイルス感染症医療提供体制緊急整備事業補助金 556,852,000 556,852,000 その他都補助金

令和5年度東京都感染症疑い患者一時受入医療機関受入支援金等 24,493,000 24,493,000 その他都補助金

令和5年度東京都年末年始等の診療・検査体制の確保医療機関協力金（ＧＷ） 12,600,000 12,600,000 その他都補助金

令和5年度東京都感染症診療協力医療機関等施設・設備整備費補助金 8,206,000 8,206,000 - その他都補助金

令和5年度東京都地域外来・検査センター運営体制確保協力謝金 2,368,000 2,368,000 その他都補助金

令和5年度東京都新型コロナウイルス感染症患者入院受入病床支援事業補助金 2,289,000 2,289,000 その他都補助金

令和5年度新型コロナ疑い救急患者受入謝金 266,000 266,000 その他都補助金

令和5年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 37,501,000 32,310,000 国庫補助金（老健）

令和5年度保健衛生施設等施設・設備整備費国庫補助金（エイズ治療拠点病院整備
事業）

2,258,000 1,624,150 633,850 国庫補助金

令和5年度臨床研修費等補助金（医師） 9,926,000 9,926,000 国庫補助金

令和5年度臨床研修費等補助金（歯科医師） 1,524,000 1,524,000 国庫補助金

令和5年度臨床研修費等補助金（医師）東京大学からの受入 400,848 400,848 国庫補助金

令和5年度臨床研修費等補助金（医師）みさと健和病院からの受入 42,500 42,500 国庫補助金

区分 当期交付額

左の会計処理内訳

摘要

（１０）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

①　運営費交付金債務 （単位：円）

運営費交付金収益
資産見返

運営費交付金
資本剰余金 小計

令和5年度 - 2,692,725,000 2,640,968,819 51,756,181 - 2,692,725,000 - - 

合計 - 2,692,725,000 2,640,968,819 51,756,181 - 2,692,725,000 - - 

②　運営費交付金収益 （単位：円）

業務等区分 令和5年度交付分 合計

期間進行基準 1,819,535,000 1,819,535,000 

費用進行基準 821,433,819 821,433,819 

合計 2,640,968,819 2,640,968,819

交付年度 期首残高 交付金当期交付額

当期振替額

引当金見返との相殺額 期末残高
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（１２）　役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

54,290 3 - - 

（ 457 ） （ 2 ） （ - ） （ - ）

7,321,194 1,031 258,919 78 

（ 1,333,265 ） （ 521 ） （ - ） （ - ）

7,375,484 1,034 258,919 78 

（ 1,333,722 ） （ 523 ） （ - ） （ - ）

　　　　　　（注１）　支給額及び支給人員

非常勤スタッフ及び臨時スタッフについては、外数として（　　　）内に記載しております。

また、支給人員については年間平均支給人員で記載しております。

　　　　　　（注２）　役員報酬基準及び職員給与基準の概要

役員報酬については、「地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター役員報酬規程」に基づき支給しております。

職員については、「地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター職員給与規程」、「地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター

非常勤スタッフ等給与規程」及び「地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター退職手当規程」に基づき支給しております。

　　　　　　（注３）　法定福利費

上記明細には法定福利費は含めておりません。

役員

職員

合計

区分
報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員

令和5年度東京都医療機関物価高騰緊急対策支援金 24,715,000 24,715,000 その他都補助金

令和5年度東京都救急医療機関勤務医師確保事業補助金 8,285,000 8,285,000 その他都補助金

令和5年度東京都緩和ケア病棟施設設備整備費補助金 3,362,000 3,362,000 - その他都補助金

令和5年度東京都新人看護職員研修事業費補助金 1,175,000 1,175,000 その他都補助金

令和5年度東京都災害拠点病院運営協力金 500,000 500,000 その他都補助金

令和5年度精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく報告書等報告業務補
助金

606,000 606,000 その他都補助金

令和5年度東京都救急・周産期・小児医療体制確保支援補助金 300,000 300,000 - その他都補助金

合計 697,669,348 - 13,492,150 - - 678,986,198 
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（１４）　医業費用・研究事業費用及び一般管理費の明細
（単位：円）

医業費用

給与費

給料 4,614,847,163          

報酬 935,714,834            

賞与 1,453,001,467          

退職給付費用 278,068,759            

法定福利費 1,009,303,346          8,290,935,569          

材料費

医薬品費 2,483,045,256          

診療材料費 1,368,381,064          

医療消耗器具備品費 176,361,445            

給食材料費 144,885,997            

研究材料費 741,650                4,173,415,412          

委託費

検査委託費 79,907,559             

給食委託費 174,900,000            

寝具委託費 44,449,348             

医事委託費 237,907,607            

清掃委託費 144,178,760            

保守委託費 173,976,477            

その他 434,047,297            1,289,367,048          

設備関係費

減価償却費 1,399,845,999          

器機賃借料 53,626,765             

地代家賃 3,620,100              

修繕費 132,095,707            

器機保守料 585,591,281            

器機設備保険料 6,487,455              2,181,267,307          

研究研修費

研究費 28,335,294             

研修費 24,685,186             53,020,480             

経費

福利厚生費 247,882,149            

奨学費 600,000                

旅費交通費 12,830,955             

運搬費 1,387,433              

職員被服費 17,910,577             

通信費 13,785,876             

広告宣伝費 2,683,650              

消耗品費 97,712,939             

消耗器具備品費 25,996,212             

印刷製本費 9,740,306              

会議費 291,121                

諸謝金 13,302,554             

手数料 18,196,764             

水道光熱費 487,465,175            

保険料 12,686,128             

交際費 330,307                

諸会費 4,184,824              

貸倒損失 227,830                

租税公課 51,882,185             

雑費 10,549,518             1,029,646,503          

医業費用合計 17,017,652,319         

科目 金額

（１３）　開示すべきセグメント情報

（単位：円）

病院事業 研究事業 計 法人共通 合計

17,318,505,123 3,711,180,133 21,029,685,256 51,980,211 21,081,665,467 

13,481,484,798 129,322,500 13,610,807,298 - 13,610,807,298 

177,758,804 677,295,056 855,053,860 - 855,053,860 

2,940,773,000 - 2,940,773,000 - 2,940,773,000 

- 2,640,968,819 2,640,968,819 - 2,640,968,819 

613,676,198 32,310,000 645,986,198 33,000,000 678,986,198 

19,649,860 16,860,341 36,510,201 - 36,510,201 

84,742,983 128,147,628 212,890,611 121,911 213,012,522 

419,480 86,275,789 86,695,269 18,858,300 105,553,569 

17,017,652,319 3,722,565,510 20,740,217,829 727,327,093 21,467,544,922 

17,017,652,319 - 17,017,652,319 - 17,017,652,319 

-                        3,722,565,510            3,722,565,510            - 3,722,565,510            

-                        - - 727,327,093              727,327,093              

300,852,804              ▲11,385,377             289,467,427              ▲675,346,882            ▲385,879,455            

94,443,438               5,744,961                100,188,399              34,593,180               134,781,579              

395,296,242              ▲5,640,416              389,655,826              ▲640,753,702            ▲251,097,876            

12,219,893,653           2,844,369,504            15,064,263,157           27,737,019,992           42,801,283,149           

固定資産 有形固定資産 9,081,360,655            2,581,222,189            11,662,582,844           15,374,293,610           27,036,876,454           

現金及び預金 - - - 10,784,468,086           10,784,468,086           

有価証券 - - - 500,000,000              500,000,000              

医業未収金 2,275,220,341            - 2,275,220,341            - 2,275,220,341            

研究未収金 7,736,600                132,831,184              140,567,784              - 140,567,784              

（注１）　セグメントの区分については、地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター定款に定める業務の範囲に合わせて、病院事業と研究事業に区分しております。

（注２）　各セグメントに配賦できない共通的経費については、法人共通として計上しており、その主なものは管理部門に係る費用です。

（注３）　総資産のうち法人共通は、各セグメントに配賦しなかった資産であり、その主なものは土地（15,039,462,283円）、現金及び預金（10,784,468,086円）です。

区分

営業収益

医業収益

研究事業収益

運営費負担金収益

運営費交付金収益

補助金等収益

寄附金収益

資産見返負債戻入

雑益

営業費用

医業費用

研究事業費用

一般管理費

営業損益

営業外収益

経常損益

総資産

（主要資産内訳）

流動資産
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（単位：円）

科目 金額

一般管理費

給与費

役員報酬 54,747,208             

給料 205,362,707            

報酬 41,464,590             

賞与 74,567,408             

退職給付費用 14,509,578             

法定福利費 50,270,854             440,922,345            

委託費

清掃委託費 4,920,300              

保守委託費 7,690,018              

その他 57,138,820             69,749,138             

設備関係費

減価償却費 101,733,913            

器機賃借料 473,845                

修繕費 4,966,578              

固定資産税等 627,600                

器機保守料 38,153,654             

器機設備保険料 251,516                146,207,106            

研修費

研修費 5,368,860              5,368,860              

経費

福利厚生費 3,381,986              

旅費交通費 672,150                

運搬費 28,082                 

通信費 4,570,855              

広告宣伝費 1,936,000              

消耗品費 18,423,026             

消耗器具備品費 7,082,817              

印刷製本費 716,612                

会議費 8,446                  

諸謝金 970,208                

手数料 4,021,593              

水道光熱費 19,822,663             

保険料 698,197                

交際費 78,040                 

諸会費 6,000                  

租税公課 2,444,358              

雑費 218,611                65,079,644             

一般管理費合計 727,327,093            

（単位：円）

科目 金額

研究事業費用

給与費

給料 851,743,328            

報酬 257,273,461            

賞与 273,863,099            

退職給付費用 52,453,194             

法定福利費 186,874,503            1,622,207,585          

材料費

医薬品費 49,720                 

研究材料費 128,710,692            

医療消耗器具備品費 385,000                129,145,412            

委託費

検査委託費 4,897,914              

清掃委託費 25,542,864             

保守委託費 39,145,485             

その他 749,399,558            818,985,821            

設備関係費

減価償却費 456,614,715            

器機賃借料 18,172,182             

地代家賃 19,682,988             

修繕費 14,226,934             

器機保守料 181,367,439            

器機設備保険料 1,245,593              691,309,851            

研修費

研究費 560,000                

研修費 6,184,451              6,744,451              

経費

福利厚生費 4,384,421              

旅費交通費 35,765,624             

運搬費 3,927,011              

職員被服費 172,117                

通信費 36,673,198             

広告宣伝費 409,970                

消耗品費 112,633,874            

消耗器具備品費 41,771,959             

印刷製本費 39,282,052             

会議費 3,227,105              

諸謝金 22,436,391             

手数料 3,611,620              

水道光熱費 95,085,802             

保険料 4,400,090              

諸会費 1,296,179              

租税公課 40,171,657             

雑費 8,923,320              454,172,390            

研究事業費用合計 3,722,565,510          
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